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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４．四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

５．当社は、平成24年７月１日に川崎マイクロエレクトロニクス株式会社の発行済株式の全部を取得し、前第２

四半期連結会計期間より同社及びその子会社を当社の連結の範囲に含めた後、平成25年４月１日に同社を吸

収合併しております。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 

第23期 

第３四半期 

連結累計期間 

第24期 

第３四半期 

連結累計期間 

第23期 

会計期間 
自 平成24年４月１日 

至 平成24年12月31日 

自 平成25年４月１日 

至 平成25年12月31日 

自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日 

売上高（千円） 40,919,120 46,721,532 53,623,174 

経常利益（千円） 3,846,391 3,940,389 4,120,023 

四半期（当期）純利益（千円） 3,711,770 4,902,281 4,044,142 

四半期包括利益又は包括利益（千円） 3,552,658 5,204,453 4,208,635 

純資産額（千円） 27,376,431 32,006,383 27,595,745 

総資産額（千円） 49,587,584 51,614,106 44,075,009 

１株当たり四半期（当期）純利益

（円） 
155.76 209.96 170.23 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） 55.2 62.0 62.6 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△250,699 △3,618,252 6,748,681 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△9,330,789 △502,987 △9,672,965 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
9,648,962 2,085,686 5,496,767 

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円） 
7,489,046 8,920,217 10,431,546 

 

回次 

第23期 

第３四半期 

連結会計期間 

第24期 

第３四半期 

連結会計期間 

会計期間 
自 平成24年10月１日 

至 平成24年12月31日 

自 平成25年10月１日 

至 平成25年12月31日 

１株当たり四半期純利益（円） 39.64 46.46 
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当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動は次のとおりです。 

当社の連結子会社で特定子会社に該当する川崎マイクロエレクトロニクス株式会社は、平成25年４月１日付で当

社を存続会社とする吸収合併により解散しております。 

また、新たにアジア地域の統括拠点として、現地法人の信芯股份有限公司（本社：中華民国台北市）を平成25年

９月18日付で設立いたしました。なお、当該子会社は、当社の特定子会社に該当いたします。 

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におきましては、異次元の金融緩和による輸出環境の改善や経済対策の効果などに

より、生産は緩やかに増加し、設備投資は一部で持ち直すなど、大企業を中心とした企業収益の改善がみられる

とともに、個人消費の持ち直しも進むなど、景気は緩やかに回復する状況となってまいりました。ただし、海外

景気の減速懸念、消費税率引上げによる駆け込み需要の反動などが、景気の下押しリスクとなっております。 

当社グループが属する電子機器業界におきましては、一部の電子部品・デバイスが前年同期比増となっている

ものの、民生用電子機器及び産業用電子機器の需要が減少し、電子機器業界全体の市場は前年同期比減という状

況で推移しております。 

このような状況の中、平成25年４月１日付で、当社は川崎マイクロエレクトロニクス株式会社（以下、川崎マ

イクロ）と合併し、新生メガチップスとして事業活動を開始いたしました。 

当社グループは、従来より得意とする画像や音声・音楽の圧縮伸張処理技術や通信等の独自技術をベースとし

た、多様なＬＳＩ製品と独創性のあるソリューションの提供に加え、上流の論理設計から下流の物理設計、製造

オペレーション、品質保証に至るまで、製品企画から供給までの一貫したサポート体制を新たな強みとして、ア

プリケーションやシステム企画、ソリューション提供を主軸に、次のとおり事業を推進しております。 

主に、アミューズメント、デジタル家電、事務機器、省エネルギー、ホームネットワーク機器などの各分野に

おいては、国内外の有力顧客向けに、応用特化型メモリ、システムＬＳＩ、自社システムＬＳＩを搭載した電子

部品など、ＬＳＩ製品の開発と販売を進めております。 

セキュリティ・モニタリング分野においては、デジタル映像の伝送・記録を中心とした、自社システムＬＳＩ

搭載のシステム機器などの開発と販売を進めております。 

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、新製品のデジタルカメラ用ＬＳＩが寄与したこと、液晶パ

ネル向けＬＳＩ及び事務機器向けＬＳＩが堅調に推移したこと等により、前年同四半期に対し増収増益となりま

した。以上の結果、売上高は467億２千１百万円（前年同四半期比14.2％増）、営業利益は38億８千５百万円（同

3.3％増）、経常利益は39億４千万円（同2.4％増）となり、投資有価証券売却益が５億８千８百万円発生したこ

と、川崎マイクロとの合併に伴い、繰延税金資産の計上による税額調整（利益）が24億５千万円発生したこと等

により、四半期純利益は49億２百万円（同32.1％増）となりました。 

なお、当社グループは単一の事業セグメントであるため、セグメント情報に関連付けた記載を行っておりませ

ん。 

  
(2) 財政状態の変動状況 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は516億１千４百万円（前連結会計年度比75億３千９百万円の増

加）となりました。主要な項目を前連結会計年度と比較すると、受取手形及び売掛金が68億８千５百万円、繰延

税金資産（流動資産）が８億２千９百万円、繰延税金資産（固定資産）が16億３千万円それぞれ増加した一方

で、現金及び預金が14億７千６百万円減少しております。 

負債合計は196億７百万円（同31億２千８百万円の増加）となりました。主要な項目を前連結会計年度と比較す

ると、支払手形及び買掛金が８億１千８百万円、運転資金目的の短期借入金が50億円増加した一方で、長期借入

金が21億２千４百万円減少しております。 

純資産は320億６百万円（同44億１千万円の増加）となりました。この結果、自己資本比率は62.0％（同0.6ポ

イントの下降）となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、89億２千万円とな

り、前連結会計年度に比べ15億１千１百万円の減少（前年同四半期は２億６千１百万円の増加）となりました。

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、36億１千８百万円の資金の使用（前年同四半期は２億５千万円の資金

の使用）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益が41億７千５百万円（前年同四半期比19.7％

減）となり、仕入債務が７億４千６百万円増加した一方で、売上債権が68億３千４百万円増加したこと、その他

の流動負債が10億８千７百万円減少したこと、法人税等の支払額が12億３千７百万円あったことによるものであ

ります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、５億２百万円の資金の使用（前年同四半期は93億３千万円の資金の使

用）となりました。これは主に、投資有価証券の売却による収入が10億４千３百万円あった一方で、有形固定資

産の取得による支出が２億５千９百万円、長期前払費用の取得による支出が４億９千６百万円、ＩＰの取得によ

る支出等、その他の投資活動による支出が５億３百万円あったことによるものであります。この結果、営業活動

によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合算したフリー・キャッシュ・フローは、41

億２千１百万円の資金の使用（前年同四半期は95億８千１百万円の資金の使用）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、20億８千５百万円の資金の獲得（前年同四半期は96億４千８百万円の

資金の獲得）となりました。これは主に、運転資金目的の短期借入金が50億円増加した一方で、長期借入金の返

済による支出が21億２千４百万円、配当金の支払額が７億８千９百万円あったことによるものであります。 

  
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

① 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  
② 株式会社の支配に関する基本方針は定めておりませんが、買収防衛策や濫用的買収者から株主の皆様の利益

を守ることは会社の経営上重要な事項として認識しており、最近の企業買収動向について常時情報を収集して

おります。 

  
(5) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は39億７千７百万円となっております。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  
(6) 従業員数（提出会社） 

第１四半期会計期間において、当社が川崎マイクロを吸収合併したことにより、当社の従業員数は著しく増加

いたしました。当第３四半期会計期間末の従業員数は685名となり、前連結会計年度末に比べ399名増加しており

ます。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

  
(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  
(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  
(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 
 

種類 

第３四半期会計期間末 

現在発行数（株） 

（平成25年12月31日） 

提出日現在発行数(株) 

（平成26年２月12日） 

上場金融商品取引所 

名又は登録認可金融 

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 24,038,400 24,038,400 
東京証券取引所 

市場第一部 
単元株式数100株 

計 24,038,400 24,038,400 － －
 

年月日 
発行済株式総

数増減数(株) 

発行済株式総

数残高（株）

資本金増減額

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金増

減額（千円） 

資本準備金残

高(千円) 

平成25年10月１日～ 

平成25年12月31日 
－ 24,038,400 － 4,840,313 － 6,181,300 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

  
①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(注) 当第３四半期会計期間末現在において当社が保有する自己株式数は689,450株であります。 

  

該当事項はありません。 

  

   平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 689,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,337,100 233,371 －

単元未満株式 普通株式 11,900 － －

発行済株式総数  24,038,400 － －

総株主の議決権  － 233,371 －
 

 

    平成25年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 

株式数（株） 

他人名義所有 

株式数（株） 

所有株式数の 

合計（株） 

発行済株式総数 

に対する所有株 

式数の割合(％) 

株式会社メガチップス 
大阪市淀川区宮原

一丁目１番１号 
689,400 － 689,400 2.87 

計 － 689,400 － 689,400 2.87 
 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,431,546 8,955,379

受取手形及び売掛金 16,877,890 23,763,469

商品及び製品 1,298,176 1,731,959

仕掛品 1,510,267 1,291,678

原材料及び貯蔵品 892,883 716,941

繰延税金資産 1,343,077 2,172,841

その他 734,991 771,685

貸倒引当金 △924 △1,673

流動資産合計 33,087,908 39,402,281

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,853,526 3,853,654

減価償却累計額 △2,794,865 △2,802,788

建物（純額） 1,058,661 1,050,866

その他 6,862,290 6,845,486

減価償却累計額 △6,027,057 △6,048,839

その他（純額） 835,232 796,647

有形固定資産合計 1,893,893 1,847,513

無形固定資産   

その他 689,330 620,151

無形固定資産合計 689,330 620,151

投資その他の資産   

投資有価証券 2,440,619 1,770,384

長期前払費用 1,754,537 1,946,927

繰延税金資産 2,961,178 4,591,192

その他 1,247,542 1,435,655

投資その他の資産合計 8,403,876 9,744,159

固定資産合計 10,987,100 12,211,824

資産合計 44,075,009 51,614,106
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,443,211 4,261,272

短期借入金 － 5,000,000

1年内返済予定の長期借入金 2,833,332 2,833,332

未払法人税等 529,310 967,573

賞与引当金 633,554 352,481

工事損失引当金 759,978 632,723

その他の引当金 － 110,001

その他 2,897,931 2,310,603

流動負債合計 11,097,317 16,467,986

固定負債   

長期借入金 4,250,002 2,125,003

その他 1,131,944 1,014,733

固定負債合計 5,381,946 3,139,736

負債合計 16,479,263 19,607,722

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,840,313 4,840,313

資本剰余金 6,181,300 6,181,300

利益剰余金 17,364,960 21,473,370

自己株式 △1,056,030 △1,055,975

株主資本合計 27,330,543 31,439,008

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 267,293 7,931

為替換算調整勘定 △2,091 559,442

その他の包括利益累計額合計 265,201 567,374

純資産合計 27,595,745 32,006,383

負債純資産合計 44,075,009 51,614,106
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高 40,919,120 46,721,532

売上原価 30,799,203 34,866,858

売上総利益 10,119,917 11,854,674

販売費及び一般管理費 6,358,440 7,969,391

営業利益 3,761,476 3,885,282

営業外収益   

受取利息 5,296 6,400

受取配当金 61,001 7,930

投資事業組合運用益 － 4,875

未払配当金除斥益 7,807 6,306

為替差益 29,682 76,417

雑収入 24,655 8,523

営業外収益合計 128,443 110,453

営業外費用   

支払利息 38,187 42,623

投資事業組合運用損 2,371 －

雑損失 2,968 12,722

営業外費用合計 43,528 55,346

経常利益 3,846,391 3,940,389

特別利益   

固定資産売却益 13 －

投資有価証券売却益 － 588,519

負ののれん発生益 1,406,607 －

特別利益合計 1,406,620 588,519

特別損失   

たな卸資産評価損 － 197,113

固定資産売却損 92 －

固定資産除却損 4,413 35,961

投資有価証券評価損 － 120,070

本社移転費用 46,382 －

特別損失合計 50,888 353,145

税金等調整前四半期純利益 5,202,123 4,175,763

法人税等 1,490,352 △726,517

少数株主損益調整前四半期純利益 3,711,770 4,902,281

四半期純利益 3,711,770 4,902,281

少数株主損益調整前四半期純利益 3,711,770 4,902,281

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △325,123 △259,361

為替換算調整勘定 166,011 561,533

その他の包括利益合計 △159,111 302,172

四半期包括利益 3,552,658 5,204,453

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,552,658 5,204,453

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 5,202,123 4,175,763

減価償却費 383,538 466,721

長期前払費用償却額 389,550 729,115

負ののれん発生益 △1,406,607 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △64,507 △281,073

工事損失引当金の増減額（△は減少） 31,710 △127,255

受取利息及び受取配当金 △66,297 △14,330

支払利息 38,187 42,623

投資有価証券売却損益（△は益） － △588,519

投資有価証券評価損益（△は益） － 120,070

売上債権の増減額（△は増加） △4,856,221 △6,834,485

たな卸資産の増減額（△は増加） △331,130 98,841

仕入債務の増減額（△は減少） 1,935,592 746,440

その他の流動資産の増減額（△は増加） 543,968 199,319

その他の流動負債の増減額（△は減少） △577,139 △1,087,393

その他 24,780 1,896

小計 1,247,549 △2,352,264

利息及び配当金の受取額 65,609 14,645

利息の支払額 △31,607 △43,883

法人税等の還付額 198 318

法人税等の支払額 △1,532,449 △1,237,067

営業活動によるキャッシュ・フロー △250,699 △3,618,252

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △35,162

有形固定資産の取得による支出 △477,892 △259,142

無形固定資産の取得による支出 △101,408 △122,754

投資有価証券の売却による収入 － 1,043,034

投資有価証券の取得による支出 － △30,726

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△6,752,303 －

長期前払費用の取得による支出 △997,033 △496,214

貸付けによる支出 △573,120 △98,590

その他 △429,032 △503,432

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,330,789 △502,987

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,000,000 5,000,000

長期借入れによる収入 8,500,000 －

長期借入金の返済による支出 △708,333 △2,124,999

自己株式の処分による収入 － 95

自己株式の取得による支出 △500,117 △48

配当金の支払額 △642,586 △789,360

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,648,962 2,085,686

現金及び現金同等物に係る換算差額 193,553 524,223

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 261,027 △1,511,329

現金及び現金同等物の期首残高 7,228,018 10,431,546

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  7,489,046 ※1  8,920,217
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【注記事項】 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

第１四半期連結会計期間において、連結子会社でありました川崎マイクロエレクトロニクス株式会社は、当社を

存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。 

また、第２四半期連結会計期間において、これまで台湾支店（中華民国台北市）で行っておりました業務を承継

するため、信芯股份有限公司を新たに設立し、連結の範囲に含めております。 

  
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

（税金費用の計算） 

税金費用については、連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

  
(追加情報) 

当社は、平成25年４月１日付で、当社の100％子会社である川崎マイクロエレクトロニクス株式会社を吸収合併い

たしました。 

これに伴い、繰延税金資産の回収可能性を検討した結果、繰延税金資産を計上するとともに法人税等調整額 

△2,450,297千円（△は益）を「法人税等」に含めて計上しております。 

  
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。 

  

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

現金及び預金勘定 7,489,046 8,955,379 

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 － △35,162 

現金及び現金同等物 7,489,046 8,920,217 
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(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

１．配当に関する事項 

配当金支払額 

  
２．株主資本の金額の著しい変動 

当社は、平成24年９月３日付の会社法第370条（取締役会の決議に替わる書面決議）による自己株式（当社普通

株式）取得の決議により、平成24年９月７日から平成24年９月13日までの間に自己株式305,400株を取得いたしま

した。これにより、自己株式が499,994千円増加しております。 

  
当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

１．配当に関する事項 

配当金支払額 

  
２．株主資本の金額の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年５月９日 

取締役会 
普通株式 646,768 27 平成24年３月31日 平成24年６月５日 利益剰余金

 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年５月８日 

取締役会 
普通株式 793,863 34 平成25年３月31日 平成25年５月31日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当社グループは、単一の事業セグメントであるため、記載を省略しております。 

  
(金融商品関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  
(有価証券関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  
(デリバティブ取引関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  
(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

 
前第３四半期連結累計期間 

（自 平成24年４月１日 

至 平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 

（自 平成25年４月１日 

至 平成25年12月31日） 

１株当たり四半期純利益（円） 155.76 209.96 

（算定上の基礎）   
 四半期純利益（千円） 3,711,770 4,902,281 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る四半期純利益（千円） 3,711,770 4,902,281 

 普通株式の期中平均株式数（株） 23,829,428 23,348,979 
 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成26年２月12日

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メガチ

ップスの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日か

ら平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メガチップス及び連結子会社の平成25年12月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

株式会社メガチップス

  有限責任 あずさ監査法人 
 

  指定有限責任社員 

業務執行社員 

公認会計士 西野 裕久  印 

 

  指定有限責任社員 

業務執行社員 

公認会計士 安田 智則  印 

 

(注)１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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